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論 文 の 要 旨 
 
本論文は、日本全国の河川市民団体を対象に、その活動や組織の実態を調査して全体的な傾向や特
徴ある事例を紹介したものである。 
第 1章の序論と第 2章の研究手法に引き続き、第 3章では市民と行政の連携が積極的に行われてい
る 11団体を取り上げ、時間経過とともに組織形態がどのように変遷したか追っている。15年以上改
組していない団体、協議会から任意団体への改組、法人格の取得による改組、２段階の改組を経たも
のなどがみられた。市民団体は設立から約 20年を経ると活動が衰退する傾向があると言われている。
この対策として、会長職の短期交代制度、団体の二重構造化、世代別会員枠などの方策が紹介されて
いる。 
第 4章では全国 207団体の調査をもとに、市民団体の活動内容は水環境保全、調査、河川施設運営、
河川体験活動、啓発、まちづくり、交流、会議・団体運営の８種類に分けられること、6月から 10月
に活動量が多く特に体験活動は 7-8月に集中していること、１団体あたりの活動量は 430（人・時間
／年，中央値）であること、活動の盛んな団体は人口密度 2,000 人／km2未満の市町村に集中してい
ること、などが明らかにされている。 
第 5章では市民団体が除草活動に投じている労務量を換算すると河川管理者が投じている管理費の
約 2%に相当すると推算されており、第 6章では 2015年 9月に発生した関東・東北豪雨に際して茨城
県常総市の市民が行った復旧活動の一例が述べられている。 
 
 
 審 査 の 要 旨 
【批評】 
 
従来は個別的にしか扱われてこなかった河川市民団体に注目し、広域かつ定量的な調査と分析を実
施しているのは新しく、時代の要請を先取りするものである。特に、安易にアンケート手法に頼るこ
となく、全国の現場を訪れて多数の市民団体および河川管理者から実態を聞き、自らの足と耳で稼い
だ情報はたいへん貴重なものといえる。 
論文に記述されている分析はこうした著者の経験と知識を反映しているものではあるが、やや考察
に深度が不足している感は否めない。事実や集計結果が明確に書かれているのに対し、論理過程の記
述が省略されている部分があり、結論を導く根拠が不明瞭になっているところがある。なぜその手法
を選んだのか、分類や指標の有効性をどう判断するのか、といった周辺情報が欠けている。全体とし
て、著者の考えや主張が表に出てこないきらいがある。文章表現も優れているとは言えない。 
しかし、河川市民団体の活動内容を定量調査したことによって団体間の比較が可能になり、個別事
例にとどまらず全体像を把握できるようになったのは重要な評価点であり、今後の発展性がきわめて
大きい。目立った活躍をしている団体だけでなく地域に根付いた地道な活動を続けている団体を含め
て河川市民団体の実像に対する理解を深めることに役立っている。 
欠点の多い論文ではあるが、これまで世に存在しなかった情報をデータ化し、曲がりなりにも全国
の現状を調べ上げたことに大きな価値がある。論文の背景をなす、市民団体の現実に関する著者の膨
大な知識は随所にうかがえる。総合的に判断して、合格に値すると認められる。 
 
 
【最終試験の結果】 
平成 29年 2月 8 日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（工学）の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。 
 
